
  

  

 

2024 年 11 月 29 日 

 
 

イオンタウン株式会社に対する 
「〈ひろぎん〉サステナビリティ・リンク・ローン」の実行について 

 
株式会社広島銀行（頭取 清宗 一男）では、イオンタウン株式会社 (本社：千葉県千葉市、    

代表取締役 加藤 久誠）に対して「〈ひろぎん〉サステナビリティ・リンク・ローン」を実行しましたので、   
下記のとおりお知らせいたします。 

記 

１．案件概要 （「〈ひろぎん〉サステナビリティ･リンク･ローン」の概要は【別紙】をご参照ください） 

融資実行日 2024 年 11 月 29 日 

融資期間 5 年 

SPTs 
（サステナビリティ・ 

パフォーマンス・ターゲット） 
店舗使用電力の CO2 フリー化率 

その他 
サステナビリティ・リンク・ローンとしての適合性および SPTs の合理性について、
株式会社格付投資情報センターからセカンドオピニオンを取得しております。 

 

２．企業概要 

会 社 名 イオンタウン株式会社 

所 在 地 千葉県千葉市美浜区中瀬一丁目 5 番地 1 

代 表 取 締 役 加藤 久誠 

業 種 不動産業 

事 業 内 容 等 ショッピングセンターの企画開発、建設、管理運営およびコンサルタント 

以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件に関するお問い合わせ先 

株式会社広島銀行  

営業企画部 法人企画室 

℡（082）247-5151（代表） 

 

広島銀行では、ＳＤＧｓへの取組みを強化しております。 

【ＳＤＧｓ（Sustainable Development Goals）持続可能な開発目標）】 

2015 年 9 月に国連で採択された、経済・社会・環境のあり方についての 

2030 年までの世界共通目標。持続可能な開発のための 17 の目標と 169 

のターゲットで構成。 

 



【別紙】 

「〈ひろぎん〉サステナブルローン」について 

 

○特長 

・環境省等が定めるガイドラインに整合したファイナンスフレームワーク「〈ひろぎん〉サステナブルローン｣※を

策定し、そのもとで「サステナビリティ・リンク・ローン」と「グリーンローン」の 2 商品をご用意し、ニーズに   

応じてご利用いただけます。 

サステナビリティ･ 

リンク･ローン 

・ESG･SDGs に関する目標を設定いただき、達成した場合に金利引下げを 

実施 

・設定いただく目標等にかかる外部レビューと年 1 回のレポーティングが必要 

グリーンローン 

・国際原則や政府指針に掲げるグリーンプロジェクトにかかる設備資金のみが 

対象 

・年 1 回のレポーティングが必要 
※ファイナンスフレームワークのグリーンローン原則等に対する整合性について株式会社格付投資情報センターより第三者意見を取得しています。 

・対外 PR 支援として、融資実行時に当行よりニュースリリースを行い、サステナビリティへの取組みの対外

公表をご支援します。 

 

○商品概要 

商品名 
〈ひろぎん〉サステナブルローン 

サステナビリティ・リンク・ローン グリーンローン 

取扱店 全店 

対象となる方 

以下のすべてを満たす法人のお客さま 

・ESG や SDGs に関する目標設定を 

行うこと 

・外部レビュー※､年 1 回のレポーティング

（銀行への進捗状況報告）を実施 

※原則ひろぎんエリアデザインにより実施 

・グリーンプロジェクトへの設備投資を行うこと 

・年 1 回のレポーティングを実施 

お使いみち 運転資金・設備資金 グリーンプロジェクトにかかる設備資金 

ご融資金額 50 百万円以上 

ご融資期間 2 年以上(固定金利は 10 年以内) 1 年以上(固定金利は 10 年以内) 

ご融資利率 

当行所定の金利 

目標達成の場合、金利引下げ※実施 
※金利引下げのみ、もしくは金利引下げ幅の一部

を寄付するタイプのいずれかをご選択いただけます 
－ 

ご融資形式 証書貸付・当座貸越 証書貸付 

ご返済方法 
当行所定の審査によります 

担保・保証人 

取扱手数料 組成難易度に応じてスキーム構築手数料が必要となります 
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イオンタウン株式会社 2024 年 11 月 29 日 

 

サステナビリティ・リンク・ローン サステナブルファイナンス本部 

担当アナリスト:田中 麻実 

 

格付投資情報センター（R&I）は、イオンタウンのサステナビリティ・リンク・ローン（貸付人：広島銀行）が以下の原

則・ガイドラインに適合していることを確認した。 

 

 

■KPI 

KPI : 店舗使用電力の CO2 フリー化率（％） 

(定義) CO2 フリー化した年間電力使用量（kWh）を年間電力使用量（kWh）で除した値の百分率 

（対象）イオンタウンが運営する全 SC 

■SPTs 

SPTs：イオンタウンの店舗使用電力の CO2 フリー化率（％）について、同社が掲げる 2028 年度までに 90％とい

う目標達成に向けた経路として設定された各年度の達成率 

年度 2024 2025 2026 2027 2028 

SPTs 45％ 55％ 60％ 75％ 90％ 

※年度：毎年 3 月 1 日から翌 2 月末日まで （イオンタウンの各事業年度） 

 

 

 

  

サステナビリティ・リンク・ローン原則（2023、LMA 等） 

サステナビリティ・リンク・ローンガイドライン（2024、環境省） 
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１．資金調達者の概要 

 純粋持ち株会社であるイオンの連結子会社（議決権所有割合 100％）。イオングループの中でディベロッパ

ー事業を担い、ショッピングセンター（SC）の開発と運営を手掛ける。なかでも近隣住宅街等の小商圏をター

ゲットとしたネイバーフッドショッピング・センター（NSC）を得意とする。 

 イオン系列の食料品中心の大型スーパー、ホームセンター、ドラッグストア、ディスカウントストア等をキーテナ

ントとし、グループにおける国内の大型小売店舗の出店戦略において大きな役割を果たしている。2024 年 5

月 31 日時点で国内 157 ヵ所のショッピングセンター（SC）を展開している。 

 イオンは「持続可能な社会の実現」と「グループの成長」の両立を目指したサステナブル経営を推進してきた。

1991 年から開始した植樹活動をはじめ、現在のサステナビリティの取り組みにつながる様々な活動を行い、

2011 年には「サステナビリティ基本方針」を策定した。 

 環境面では、2008 年に日本の小売業として初めて CO2 排出削減目標を定めた「イオン温暖化防止宣言」

を発表、2018 年には「脱炭素社会」の実現に向けて「イオン 脱炭素ビジョン」を策定した。店舗で排出する

CO2 などを 2040 年までに総量でゼロにすることを目指すとともに商品の製造・物流等サプライチェーン全体

で脱炭素社会の実現に取り組むとしている。 

 イオンタウンは、イオンサステナビリティ基本方針のもと「持続可能な開発目標（SDGs）」に賛同し、2021 年度

に「SDGs 宣言」を行った。事業活動を通じて、環境、地域社会、従業員への取り組みの 3 分類において各目

標を掲げ、持続可能な社会の実現に寄与するとしている。 

 
[出所：イオンタウン SUSTAINABILITY BOOK2024] 
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２. KPI の設定 

KPI は資金調達者のビジネス全体にとって関連性があり、中核的かつ重要で高い戦略的意義を持つ。KPI の選

定は適切である。 

(1) KPI の概要 

・ KPI は、店舗使用電力の CO2 フリー化率（％）である。 

＜定義＞ 

・ CO2 フリー化した年間電力使用量（kWh）を年間電力使用量（kWh）で除した値の百分率とし、イオンタウンが

運営する全 SC を対象とする。 

 店舗使用電力の CO2 フリー化率（％） ＝ CO2 フリー化した年間電力使用量（kWh） 

÷ 年間電力使用量（kWh）×100 

 CO2 フリー化した年間電力使用量（kWh） ： 非 FIT 非化石証書付電力契約により買電した電力使用量（kWh） 

＋太陽光 PPA により買電したオフグリッド電力使用量（kWh） 

 年間電力使用量（kWh） ： 電力会社との直接契約により買電した電力使用量（kWh） 

＋太陽光 PPA により買電したオフグリッド電力使用量（kWh） 

・ KPI は、電力会社が発行する明細書等の信頼性のあるエビデンスに基づき一貫した方法で測定可能な定量

指標であり、外部からの検証が可能である。非 FIT 非化石証書付電力契約については RE100 の定義に従っ

た調達手法を採用し、トラッキング可能な属性証明を前提としている。 

・ ベンチマークや参照値との比較が可能であり、外部のベンチマークとして RE100 が推奨する再エネ 100％の

中間目標（2030 年 60％、2040 年 90％）が利用可能である。 

■参考：KPI の過去 3 年間の実績推移 

 2022 年 2 月期 2023 年 2 月期 2024 年 2 月期 

年間使用電力量の CO2 フリー化率（％） 2.66％ 2.93％ 28.3％ 

＊全て検証済 

[出所：イオンタウンからの情報提供をもとにR&I作成] 

 

(2) KPI の重要性 

・ KPI の対象は共用部及びテナント専有部からなる SC 全体の電力使用量を網羅している。イオンタウンの推計

によれば、サプライチェーン排出量に換算した場合、共用部の電力使用が Scope2 排出量を、テナント専有

部の電力使用が Scope3 総量の大半をカバーする。本件 KPI は、イオンタウンの Scope1,2,3 削減に向けた

取り組みの進捗を測るのに適切な指標であるといえる。 

・ イオンタウンとイオンの一体性は極めて強く、イオンタウンはイオンのサステナビリティ基本方針に基づいて

SDGs の取り組み進めている。KPI はイオンサステナビリティ基本方針で定める重点課題のうち、「脱炭素社会

の実現」に対応している。 
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■イオン サステナビリティ基本方針 （2011 年 3 月策定、2018 年 9 月改訂） 

[出所：イオン サステナビリティデータ集] 

・ イオンは脱炭素社会の実現に向けた方針として 2018 年に「イオン脱炭素ビジョン」を策定した。これは、「店

舗」「商品・物流」「お客様とともに」の 3 つの視点で省エネ、創エネの両面から温室効果ガス排出の削減に取

り組むとするものである。2021 年の同ビジョン改訂後は、2040 年までに店舗で排出する CO2 などを総量で

ゼロ化（国内全店舗を脱炭素化）するとしてグループを挙げて取り組みを推進している。 

[出所：イオン HP] 
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・ イオンタウンでは、2021 年 9 月にイオンのグループビジョンに基づき「2030 年までにすべてのショッピングセン

ターで使用する電力について 50％を再生可能エネルギーに切り替える目標を設定した」と宣言している（「イ

オンタウン SDGs 宣言」）。 

・ 翌 2022 年には、サステナブル経営の推進において環境・社会分野の多くの課題のうち、事業活動を通じて

優先的に解決すべき重点分野として 8 つの課題を特定した。このうち、環境課題の一つである「気候変動へ

の対応」に関しては、2040 年に目指す取り組み目標として「全 SC で再エネ率 100％にする」ことを掲げてい

る。 

[出所：イオンタウン サステナビリティブック 2024] 

 

・ 以上より、本件 KPI はイオンとイオンタウンが一体で取り組む再エネ導入中期目標に係るものであり、イオンタ

ウンの事業戦略において重要性を有する中核的な指標であると判断した。 
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３. SPTs の設定 

SPTs は野心的であり、必要な情報が開示されている。SPTs の設定は適切である。 

(1) SPTs の概要 

・ イオンタウンの店舗使用電力の CO2 フリー化率（％）について、同社が掲げる 2028 年度までに 90％という目

標達成に向けた経路として設定された各年度の達成率である。 

・ ローン期間にわたり毎年度 SPTs が設定され、達成状況を判定する。 

■各年度の SPTs 

年度 2024 2025 2026 2027 2028 

SPTs 45％ 55％ 60％ 75％ 90％ 

※年度：毎年 3 月 1 日から翌 2 月末日まで （イオンタウンの各事業年度） 

(2) SPTs の野心性 

① 長期的パフォーマンス 

・ イオンタウンは 2021 年度に店舗使用電力の CO2 フリー化を開始した。以降、2023 年度までの 3 年間で年

平均約 9.4％の水準で CO2 フリー化を進めている。今後は直近の 28.3％（2023 年度の KPI 実績）を起点と

して、2024 年度から 2028 年度までの 5 年間で年平均約 12％超のペースでの改善を要する水準に相当す

るもので、従来通りの取組みでは達成が困難な目標である。 

・ 以上より、本 SPTs は野心的な水準で設定されていると考えられる。 

② 科学的根拠、国・地域・国際目標との対比 

・ SPTs は SBT1.5℃認定を受けたイオンの CO2 排出削減目標を根拠としている。 

・ SPTs は RE100 中間推奨目標の線形補完から導かれる水準を上回る。SPTs の野心性を評価するベンチマ

ークとして RE100 が挙げられる。RE100 の要件は遅くとも 2050 年までに 100％の再エネ化を達成すること

であり、「2020 年：30％、2030 年：60％、2040 年：90％」を目安に中間目標の設定を推奨している。 

・ 以上より、SPTs は科学的根拠や国際的な目標と照らしても野心的な目標と考えられる。 

 

(3) SPTs の達成手段 

・ SPTs の達成に向け、イオンタウンは非化石証書付電力メニューへの切り替えやオンサイト PPA の導入を進め

ていく。オンサイト PPA では屋上に設置した太陽光発電設備から使用電力の一部を賄い、不足分を非化石

証書付電力メニュー等で調達、SC で使用する電力の CO2 フリー化を実現する。従来からの取り組みである

店舗照明の LED 化や省エネ設備への入替も同時に推進していく。 

・ イオンタウンは規模や地域性を踏まえ、店舗ごとに最適な手法を採用していく。新店 SC についてはオンサイト

やオフサイトによる PPA モデルの導入拡大や大型蓄電池の導入を検討するほか、既存店については地域ご

とに非化石証書付電力メニューへと順次切り替えていく。地方の店舗については自治体などと連携しながら



セカンドオピニオン 

 

7/9 

地域で発電した再生可能エネルギーを購入、電力の地産地消を広げていくことも課題である。 

・ 以上より、イオンタウンが行う店舗の CO2 フリー化に向けた取り組みは、SPTs 達成に向け妥当であると判断し

た。 

＜SDGs への貢献＞ 

 SPTs 達成に向けた取り組みは、以下の SDGs 目標に貢献すると考えられる。 

SDGs 目標 ターゲット 

 

7.2 2030年までに、エネルギーをつくる方法のうち、再生可能エネルギーを使う方法の割合を大きく増やす。 

 

13.1 全ての国々において、気候関連災害や自然災害に対する強靱性（レジリエンス）及び適応の能力を強化

する。 

 

17.17 さまざまなパートナーシップの経験や資源戦略を基にした、効果的な公的、官民、市民社会のパートナ

ーシップを奨励・推進する。 

 

４. ローンの特性 

調達条件は SPTs の達成状況と連動し、目標達成に向けたインセンティブとして機能する。ローンの特性は適切

である。 

・ イオンタウンは貸付人との間で協議のうえ貸出条件を決定した。2024 年度以降、毎年度の SPTs 達成状況

を確認し、達成状況に応じて利率が変動する。SPTs を達成した場合は利率を引き下げ、未達成の場合は契

約書に基づく基準金利とする。引き下げる金利水準幅は他のサステナビリティ・リンク・ローンやサステナビリテ

ィ・リンク・ボンドと概ね同程度で設計されている。 

・ 貸出条件とイオンタウンの SPTs の達成状況が連動しており、SPTs 達成に向けたインセンティブとして機能す

る。 

５. レポーティング 

SPTs の達成状況に関する最新情報を報告する。レポーティングは適切である。 

・ イオンタウンは SPTs の達成状況（店舗使用電力の CO2 フリー化率）を毎年ウェブサイトに開示するとともに貸

付人に年 1 回、各年度決算期の末日から 7 カ月以内に SPTs の達成状況を貸付人に書面にて報告する。

貸付人はこれによりＫＰＩの結果に関する最新の情報を入手する。 

 



セカンドオピニオン 

 

8/9 

6. 検証 

KPI の SPTs に対するパフォーマンスレベルについて独立した外部機関による検証を受ける。検証は適切である。 

・ イオンタウンは、SPTs の実績について毎年度、独立した第三者の検証を受け、第三者が内容の妥当性を検

証したことを証する書面を貸付人に提出する。 

 

以 上 
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